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の初等中等教育法 (NoChild Left Behind Act of 2001、以下NCLB法と記
す)Jを制定し、各州に対し 2005-06年度末までに「より質の高い教員











































































































の資質j に対応する語句として"teacher quality"を当てている 14
「教員の資質向上Jは、"improving teacher quality" とする場合がほ













かである 17 O したがって、教員の職務範囲は地理的には学校の敷地内、
内容的には授業にほぼ限定されるといってよい。
佐藤全は、 r B本と欧米では教員観、学校観が異なる O 欧米では学校
6 
は読み書きと算数を習う場所であり、子どもの学力を高めることが教師








辞典でも pupilとstudentを分けて定義している 19 O しかしアメリカ
の教育関係の文献では"lndiana will have teachers who are effective 
in helping all students learn. 20 "や、小学 3年生の学習指導案
21 こ"Students will judge that work is done when force makes an 































































説得力のあるエッセイを書けるものは20%にすぎない 27 O 第二は、教
員の質の低さとその待遇の悪さである。教員のほとんどは、高校や大学
の成績が下位25%の中におり、勤続12年の教員の平均年収は17，000ドノレ






































提言されている O 具体的には次の 8点であった。
①全米教職専門職基準委員会 (NationalBoard for Professional 
Teaching Standards)を設置すること O 教員の教科専門知識と指導技
術に関する高度な基準を設定し、その基準に達した教員に免許状を









































理由として次の 2点をあげている O 第一は、教職が一般に、家庭にいる
女性の仕事とみなされてきたためであるO 第二に、学校内での重要な決
定が教員ではなく、管理職や教育行政担当者によって行われてきたから









米教職専門職基準委員会 (NationalBoard for Professional Teaching 
Standards 、以下 NBPTSと記す)は、独立した非営利・非党派の組織で






















州の中にはこの NBPTSの手法を取り入れているところがある O たとえ
ばインディアナ州で行われている新任教員研修指導プログラム (Indiana
Mentoring andAssessment Program， lMAP)がそれで¥新任教員は州法に





分野 人数 分野 人数
政府関係者 5 言図語/英語/読解 9 
弁護士 2 書館/情報 1 
実業家 2 数学 6 
財団・民間研究所 5 音楽 1 
教職員団体 5 体育/健康 1 
教育行政 12 幼稚園 1 
高等教育 8 理科 5 
芸術 1 公民/歴史/政治 6 
初等教育 5 特別支援教育/英才児 2 
カウンセラー 1 商業 2 
委員の中には複数の責任を負うものがおり、合計は63人にならない O
Source Tailor， JW. (1991)." Reinforcing Professionalism with Teacher 










力量であるJということができょう o Education Weekの教育評価報告で
あるQualityCounts 2004によれば、 2003年には全米で32，099名が全米委
員会資格証を取得しており、取得者の最も多し1州はノースカロライナ州
で 6，640名、ついでフロリダ州の 4，941名、サウスカロライナ州 3，225
15 







表 2 全米委員会資格証取得者への袈賞制度 (2005)
州、! 給与上の褒賞 その他の褒賞
ノースカロライナ 給与 12%増額
カリフオノレニア 4年で 20，000ドル支給 他州、!者でも免許授与
ウィスコンシン 年 2，500 ドノレ特別手当 マスター免許授与
サウスカロライナ 年 7，500 ドノレ特別手当 免許更新手続免除
デラウェア 給与12%増額
ミシシッピ 年 6，000 ドノレ特別手当
アイダホ 10，000ドルボーナス マスター免許授
マサチューセッツ 年 5，000 ドノレ支給 マスター免許授与
Source NBPTS Home page， (2005). 
http://www.nbpts.org/about/slgr.cf'm 2005/12/10をもとに筆者作成
中西部地域を見ると、オハイオ州では申請料の全額補助と年間 2，500
ドノレの特別手当を支給する O また補助対象の人数上限が 450人と高く、



































学校に対して懲罰措置をとっている 52 O 
続いてクリントン政権における教員の資質向上政策について述べる O
クリントン大統領も民主党であったにもかかわらず基本的にはブッシュ


















教科指導力の向上を図るものであった 54 o 
一方、アメリカ連邦教育省が1998年に出した『少人数クラス化と教員




ための支援を行うものである oJ と述べている 55
モスコピッツ (1997年)らは、クリントン政権期における新任教員に












ラムは学校が独自に作成している O 第二は、 「組織 (organization)Jで












国名/地域 実施機関 公式/ 特 徴
非公式
アメリカ 半数の州のほ 公式 指導助 評価
とんどの学校
インドネシア 実施せず 実施せず
オーストラリ ほぼすべての 両方 オリエンテーション
ア 州のほぼすべ 指導助 、現職研
ての学校 修、適性試験
カナダ 数少卜!のいくつ 両方 指導助 適性試験
かの学校
韓国 すべての学校 公式 オリエンテーション
シンガポーノレ すべての学校 両方 指導助言、ゼミナー
ノレ、ハンドブック
台湾 すべての学校 公式 インターンシップ
日本 すべての学校 公式 指導助言、訓練
ニュージーラ すべての学校 公式 指導助 適性試験
ンド
パプアニュー すべての学校 両方 指導助言、ミーティ
ギニア ング、視察
ブノレネイ すべての学校 非公式 オリエンテーション
Source Moskowitz， J.& Stephens， M.， (1997)，庁'omStudents of Teaching to 
TθachθTS of Studen ts.・Tθachθ'rInduc ti on Around thθPacifi c Rim~ 











察Jがその例) 0 ブルネイでは初任者研修に資金の割り当てはない 56















こととなった 58 O その後連邦政府の教育予算は急増したのである O た
とえば、 2005年度の連邦教育省予算は対前年度 3%増の 573億ドノレで、あ
るが、このうちNCLB法関連予算は複数の部局にまたがる関係もあって
248億ドノレであり、前年度比 2%増である O この額は2001年度と比較す






























































大きく、学区ごとに相違がみられる O 公立学校は幼稚園 (Kindergarten)
から高校 3年に相当する12学年までが無償の教育期間であり、満 6歳が
入学する 1年生以上の12年間が義務教育である O 高校は義務教育である
から入試はなく、各自通学指定区域によって指定された学校に入学する O
ただし16歳になれば保護者の同意があれば退学が可能である O つまり高
校への入学は義務であるが、卒業は義務ではないのである O 少1¥内の 294
の学区はそれぞれ小・中・高校を有し、その年齢区分も異なるが、おお






おもな教育指標 (2004年) インディアナ 全米
公立学校数 1， 891校 31，380校
公立学校教員数 59，658人 2，997，741人
就学前町高校生徒数 996， 133人 47，687，871人
就学前一高校教育予算 75イ意ドノレ 3，482イ意ドノレ
マイノリティ出身生徒 17% 40% 
貧困家庭生徒 12% 17% 
特別支援教育を受ける生徒 16% 13 % 
英語学習を必要とする生徒 4% 8% 















表 5 学区別の公立学校教員年間給与格差 (1998) 
学区 新任教員 中堅教員給 修士号取得
給与 与教職経験 者給与教職
12年 経験17年
メトロポリタン学区 27，838 ドノレ 43，427 ドノレ 55，676 ドノレ
インディアナポリス学区 26，878 ドノレ 41，441 ドノレ 53，645 ドノレ
ハモンド学区 28， 162 ドノレ 37，890 ドノレ 48， 711 ドノレ
ニューアノレバニーフロイ 25，317 ドノレ 33，418 ドノレ 46，583 ドノレ
ト学区
オークヒノレ統合学区 23，650 ドノレ 32， 164 ドノレ 43，516 ドノレ
Source Department of Education， personal communication， 1998. 
Indiana Professional Standards Board. Thθ Conditions of ~θaching and 




































Education Weekの教育評価報告書 QualityCounts 2003 によれば、ブ
ッシュ大統領が制定したNCLB法は、 2005-06年度末までに「質の高い教











の教員養成課程は24%、その他のノレートは 6%である O このことから教
員養成の中心機関は今も大学の教員養成課程であるということができる O
教員養成段階における教員の資質向上政策の特徴は、実績に基づいて
評価を行なう点である O 別の言い方をすれば、 「イ可が実際にできるか
(performance) Jの観点に基づく評価である 68

























年間報告書はインディアナ州教育局の専門職基準部局(Di vision of 
Professional Standards 、以下 DPSと記す)に提出しなければならない。
連邦教育省は、高等教育法によって DPSが事前に作成した基準に基づき










うち少なくとも 2つを満たしていない。 r合格(satisfactory) Jの評









意Jは、 3大学 (CalumetCollege of St. Joseph， Indiana University 





















極めて優秀 4 優秀 3 |適格 2 |不適格 1 
学習内容につい 学習内容を良 州、i基準はもちろ 知識不足。
て広く豊かな知 く知ってい ん学習内容の理 州基準に基づい
識を持ってい る O 多面的に 解もできてい て教えない D
るo 多面的に資 資料を使い、 るO 不正確または古
料を使い、生徒 生徒にいくつ ある程度さまざ い資料を用いて
にいくつかの視 かの視点から まな資料を使っ いる。





































Source lndiana Universi ty School of Education， (2005)， Thθ Studθ'nt 

















する機関である専門職基準局 (DPS)について述べる o DPSは1992年に州
法に基づいて作られた組織である o 2005年 7月に現在の DPSへと名称変
更されたが、以前はインディアナ州専門職基準委員会 (theIndiana 














構成メンバー 人数 構成メンバー 人数
州教育長 1 職業教育教員 1 
学区教育長 1 生徒サーピス担当 1 
校長 2 英誼ロロ . 語教員 1 
特殊教育主任 1 数学教員 1 
幼稚園教員 1 理科教員
小学校教員 1 大学教員 3 
中学校教員 1 教育委員会 1 
特殊教育教 1 企業 1 














プログラム (IndianaBeginning Teachers Mentoring and Assessment 
























































































Level 4 優 advanced 基準をきわめて優れた成績で達成した
Level 3 良 proficient 基準をすぐれた成績で達成した
Level 2 可competent 基準を達成した
標準免許 (ProficientPractitioner License)を得る資格あり
条件付 conditional





















させないために研修をつづ、けることを義務付けられた 74 0 1989年まで
に修士の学位をとったものはプロフェッショナノレ免許が与えられ、これ

















ンクフオート高校では、校長が年に 2又は 3白授業を観察して評価する c
指導力不足の場合は学区教育委員会によって解雇されるとのことで、 5
































































組合 (theAnderson Federation of Teachers)とアンダーソン学校群




また、インディアナポリス市では、市学校管理委員会 (theBoard of 
School Commissioners of the City of Indianapolis) とインディアナポ





表 10 全米委員会資格証取得者への褒賞制度 (1999)
学区 示.r，}'品、 上の褒
アンダーソン学区 年 1，000 ドノレ特別手当 生涯有効免許、経費
l号給昇給 半額補助、 5日休暇
インディアナポリス 年 500 ドノレ特別手当 市内での雇用保障
第 8地区サーピス局 申請料の半額援助
北ウェノレズ学校協会 申請料 500 ドノレ援助
ロックピノレ学校群 年 1，000 ドノレ特別手当
チッベキャノ学校協会 年 4，000 ドノレ特別手当
ハモンド 区 博士の給与表適用
Source IPSB， (1999)， J五θ Conditionsof J(θaching and Learning in L刀diana:A 











ある O インディアナ大学の教育政策センター (CEEP)によれば、 2001-02 
年度にインディアナ州が発行した臨時免許は 1，939件である O このうち
45%はインディアナポリスやフオートウェインなど都心の学区、地方が
4] 














































任 (accountability)を持たせている O そこで使われる評価は、実績に基
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